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徳島県営繕工事関係書類等の簡素化について

■本ガイドラインは，徳島県県土整備部が発注する営繕工事について適用　　
　 します。

■本ガイドラインでは，工事関係書類を必要最小限にするため，工事書類
　 の様式改定や取り扱いについてまとめています。

■本ガイドラインを活用し，工事関係書類等の適正化に向けた積極的な取
　 り組みをお願いします。

※なお，受注者の社内で必要とされる工事書類の作成を妨げるものではあ
　 りません。法令等に規定された書類の作成は適正に行ってください。



徳島県工事関係書類等適正化ガイドライン【営繕工事編】の発行にあたり

　建設業界における労働者の健康確保やワーク・ライフ・
バランスの改善，また，将来の担い手の確保のため，より働
きやすい職場環境となるよう，現場技術者の負担軽減を
目的として，徳島県工事関係書類等の適正化検討タスク
フォース（以下，「適正化検討タスクフォース」という）を計４
回開催し，工事関係書類等の適正化の検討を行いました。

　業界団体や適正化検討タスクフォースでの意見から，
受注者が必要以上の書類を作成していることや，発注者
から受注者への指示について受発注者間で合意形成で
きていない事例が確認できました。

　そこで，これらの内容について整理し，工事関係書類
等の適正化が図れるよう「徳島県工事関係書類等の適
正化ガイドライン【営繕工事編】」をとりまとめました。
　また，適正化検討タスクフォースでの検討結果を踏ま
え，営繕課における基準等を改定する予定です。

　今後も更なる工事関係書類等の適正化に努めてまい
ります。

徳島県工事関係書類等の適正化検討タスクフォースについて
○スケジュール
　第1回会議（H30.7.30）
　　・ＴＦメンバーと業界団体から意見聴取

　県内建設会社向け意見調査集計（H30.8.3）

　第2回会議（H30.10.19）
　　・意見の内容確認，課題抽出

　第3回会議（H31.3.29）
　　・意見の再整理，対応方針の発表
　
　第4回会議（R1.9.4)
　　・徳島県工事関係書類等適正化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ【営繕工事編】
　　　の内容確認

○コーディネーター
　徳島県県土整備部営繕課　1名

○タスクフォース構成員
　一般社団法人徳島県設備業協会　　　　　　　　　９名
　一般社団法人徳島県建設業協会　　　　　　　　　１名
　徳島県出納局公共入札検査課　　　　　　　　　　２名
　徳島県企業局事業推進課　　　　　　　　　　　　１名
　徳島県県土整備部建設管理課　　　　　　　　　　２名
　徳島県県土整備部営繕課　　　　　　　　　　　　１名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計１６名

適正化検討タスクフォース事務局
徳島県　県土整備部　営繕課
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１　施工計画書・施工管理体制

（関係書類）

・施工計画書

・施工体系図・施工体制台帳

１



「施工計画書」の提出が必要な工事について

　全ての工事において，受注者は工事着手前に工事目的物を完成させるために必要な手順
や工法等についての「施工計画書」を監督員に提出する必要があります。

■公共建築工事標準仕様書
１章　一般共通事項　２節　工事関係図書
１．２．２　施工計画書
　(a) 工事の着手に先立ち，工事の総合的な計画をまとめた総合施工計画書を作成し，監督職員に提出する。
　(b) 品質計画，一工程の施工の確認及び施工の具体的な計画を定めた工種別の施工計画書を，当該工事の施工に先立ち作成し，
　　　監督職員に提出する。ただし，あらかじめ監督職員の承諾を受けた場合は，この限りでない。
　(c) (b)の施工計画書のうち，品質計画に係る部分については，監督職員の承諾を受ける。
　(d) 施工計画書の内容を変更する必要が生じた場合は，監督職員に報告するとともに，施工等に支障がないよう適切な措置を講ずる。

総合施工計画書

■総合施工計画書
　　工事着手に先立ち作成し提出

■工種別の施工計画書
　　当該工事の施工に先立ち作成し提出
　※品質計画に係る部分は監督員の承諾が必要

仮設工事施工計画書

土工事施工計画書

・・・

２



「施工計画書」の様式について

　「施工計画書」は，任意様式です。これまで受注者に配布していた記載項目のチェックリス
トを県ホームページにて公開しています。（令和４年４月改定）

項目 有・無 確認欄

■工程表 必須

有・無

有・無

有・無

必須

有・無

必須

総合施工計画書に関するチェックリスト

■工事概要について

■現場組織表

施工体制台帳（写し）

※下請業者が未定の工種については空欄、決定後追加する

工事名

工事場所

工期

建物の規模、構造（建物の構造、階数、建築面積、床面積、敷地面積等）

施工体系図（会社名、工事内容、主任技術者、工期等）

下請業者の下請契約書又は注文書及び請書の写し

下請業者の主任技術者の資格の写し

現場における体制（フローチャート）

現場代理人の氏名、連絡先、夜間連絡先（専任・常駐）

主任技術者の氏名、連絡先、夜間連絡先

内容

■施工体制
必須

工事名：
会　　　社　　　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
現場代理人氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　 印　

提出年月日：　　　年　　　月　　　日

項目 有・無 確認欄

■工程表 必須

必須

必須

有・無

施工計画書に関するチェックリスト

内容

■工事概要について 工事名

必須
工事場所

工期

建物の規模、構造（建物の構造、階数、建築面積、床面積、敷地面積等）

提出年月日：　　　年　　　月　　　日

■現場組織表 施工体制台帳

現場における体制（フローチャート）

現場代理人の氏名、連絡先、夜間連絡先（専任・常駐）

主任技術者の氏名、連絡先、夜間連絡先

工事名： 現場代理人氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　 印　
会　　　社　　　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

有・無

総合施工計画書 工種別施工計画書

保存場所：営繕課HP＜「営繕工事　主要提出書類」＜「3.施工管理関係」
３

変更



「施工体制台帳」，「施工体系図」の提出が必要な工事について

公共工事においては，その工事を施工するために下請契約を締結した時点で施工体制台
帳の作成義務が生じるため，受注者は下請契約を締結した場合，すみやかに「施工体制
台帳」及び「施工体系図」の写しを発注者に提出して下さい。
※警備業者、運搬業者の作業員名簿は、建設業法に該当しないため、提出は不要です。

下請契約をしない工事
　　　　　 ↓
施工体制台帳及び
施工体系図は不要

※下請契約をする予定であって，
　下請契約が未契約の時点では
　元請負業者のみの書面は不要

■公共建築工事標準仕様書
１章　一般共通事項　１節　一般事項　
１．１．５　 書類の書式等　

(b) 施工体制台帳及び施工体系図の作成等については，建設業法 (昭和24 年法律第100 号) 及び公共工事の入札及び契約の適正化
の促進に関する法律 (平成12年法律第127 号) に従ってこれを行うとともに，作成したものの写しを監督職員に提出する。　

４

施工体制台帳

施工体系図

建設業法に該当
しない業者
（警備業者、運搬業者）

　　　　　 ↓
作業員名簿は不要

作業員名簿

変更



「現場代理人及び主任技術者等選任（変更）通知書」について

技術者等の雇用関係を確認する資料（健康保険証の写し等）は提出ではなく，提示としてい
ます。
※ただし，低入札工事の専任配置技術者の雇用関係確認資料等の一部例外あり

技術者等の雇用関係を
確認する資料

〈健康保険証の写し等〉

提示（※提出は不要）

雇用関係を確認する資料

※出典：現場代理人及び主任技術者等設置マニュアル ５



「休日・夜間作業届」について

休日・夜間作業届は提出時期を定めておらず、一定の期間（例えば１ヶ月）の予定をまとめ
て、事前に提出することも可能です。

「作業人数」「主要機械等」「作業理由」
の項目を削除しました。

様式を簡素化

６

変更



２　写真管理

（関係書類）

・工事写真台帳

・電子納品（写真）

７



工事写真について

　施工状況写真は、要領に基づき写真管理及
び提出をお願いします。

　竣工検査時に目視で出来形の確認が出来
る場合は，完成写真のみ，監督員と協議を行
い，指定された箇所・方法で撮影することがで
きる。

〈例〉

①同じパターンの部屋が多数ある場合

②同じ製品や機器を多数交換する場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

原則，「営繕工事写真撮影要領」に基づき，写真管理・提出をお願いします。

８



デジタル小黒板について

平成30年度特記仕様書より，全ての工事でデジタル小黒板情報電子化対象工事としてい
ます。

特記仕様書　建築工事編
　１．一般共通事項　p5
　　　15．デジタル工事写真の
　　　　　小黒板情報電子化対象工事

保存場所：特記仕様書一式　（営繕課ＨＰ）
９

https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/kurashi/kenchiku/2009090201265


３　材料品質管理書類　

（関係書類）

・出荷証明書

・材料使用承諾願

・使用実績報告書

・使用材料一覧表

１０



出荷証明書について

請負代金額500万円以上の工事については，工事に使用する資材及び機器類の入手先の
確認や仕様の証明のために必要な「出荷証明書」を監督員に提出して下さい。

請負代金額500万円未満の工事
　　　　　　　　　↓
　　出荷証明書の提出は不要

　　　　※ただし，設計図書に定める
　　　　品質及び性能を有することの
　　　　証明は必要です。

出荷証明書

■公共建築工事標準仕様書
１章　一般共通事項　４節　材料
１．４．２　材料の品質等　
(a) 工事に使用する材料は，設計図書に定める品質及び性能を有する新品とする。ただし，仮設に使用する材料は，新品でなくてもよい。
(b) 使用する材料が，設計図書に定める品質及び性能を有することの証明となる資料を，監督職員に提出する。　　　・・・

１１



材料使用承諾願い・実績報告書について

以下の①～③の全てに該当する場合は，「材料使用承諾願い・実績報告書」の提出を省略
します。

■公共建築工事標準仕様書
１章　一般共通事項　４節　材料
１．４．２　材料の品質等　
(b) 使用する材料が，設計図書に定める品質及び性能を有することの証明となる資料を，監督職員に提出する。ただし，設計図書において
ＪＩＳ又はＪＡＳによると指定された材料で，ＪＩＳ又はＪＡＳのマーク表示のあるものを使用する場合及びあらかじめ監督職員の承諾を受けた
場合は，資料の提出を省略することができる。　　　・・・

施工計画書に、
①品質及び性能を有することを記載し、証明となる資料
　を添付している
②県内産資材であること（そうでない場合はその理由）を
　施工計画書に記載している　
③県内企業調達資材であること（そうでない場合その理
　由）を施工計画書に記載している

※「任意仮設における県内産木材購入実績報告書」は任意で提出

材料使用承諾願い
実績報告書

１２

変更



使用材料一覧表について

工事で使用した資材のメーカー，製品名，製造年月などの情報は，施設管理の上で必要で
あるため，「使用材料一覧表」の提出をお願いします。

使用材料一覧表は，竣工図の内表紙へ貼付けをお願いします。

営繕課への提出書類一覧

13 ． 使用材料一覧表 ○ 竣工時 完成図書に添付，電子ﾃﾞｰﾀをCD-Rに保存 全ての工事

提出書類名
ＨＰに様式

掲載
提出時期 注記 対象工事

１３



４　書類の提出方法・時期等　

１４



書類の提出方法について

営繕工事で提出する施工体制関係書類においては，電子データで提出ができます。電子
データの場合，メールでの提出が可能となり，紙媒体での再提出が不要となります。

施工体制台帳

再下請負通知書

・・・
添　付　資　料

添　付　資　料

施工体制台帳の添付資料
　（建設業法　規則第１４の２～第１４の５）
○発注者との契約書の写し
○下請負人との契約書の写し
○監理技術者資格者証の写し又は現場の配置技術　
　者となりうる資格を有することを証する書面
○専門技術者等を置いた場合は資格を証明できる
　者の写し
○監理技術者等の雇用関係を証明できる者の写し

再下請負通知書の添付資料
○再下請負人との契約書の写し

電子データの提出が可能

（写）

（写）

施工体系図 （写）

１５



提出期限の見直しについて

※関連工事の発注及び契約が未完の場合の作成事例をホームページにて公開

以下の書類の提出期間について，「契約締結後（又は変更日から）土曜日，日曜日，祝日
等を除き10日以内」に変更しました。（工事履行報告書は，翌月の10日まで）

■提出期間を変更する書類
　・工程表
　・現場代理人及び主任技術者等選任（変更）通知書
　・低入札工事の専任配置技術者選任変更通知書※変更時のみ

　・技術者台帳
　・施工体制台帳の写し
　・施工体系図の写し
　・再下請負通知書の写し
　・工事施工報告書

■適用時期
　令和元年7月1日以降に入札公告又は指名通知を行う工事から適用

１６



営繕課ホームページの改善について

★ホームページ掲載中の提出書類様式をわかりやすく改定
しました。

• 提出書類の記入例をＨＰ上で公開

　＊工程表　※関連工事の契約が未完の場合

　＊安全関係書類（チェックシート）

• 様式（Excel等）の集約化

１７



５　協議関係　

１８



ワンデーレスポンスの徹底

営繕工事において，問い合わせ及び協議等に対し，１日あるいは適切な期限までに対応し
ます。

ワンデーレスポンス実施のために・・・

　・施工者および発注者，監理事務所はそれぞれの役割について理解する。
　・情報共有のための連携強化を図る。

受
注
者
か
ら
の
協
議

監督員が措置
可能な内容に
ついて1日で
回答が可能か

主任監督員及び総
括監督員及び各関
係機関と協議し，1
日で回答が可能か

検討に時間を要す
る場合は，受注者と
協議をして回答日を
決める

Ｎｏ

Ｙｅｓ

Ｎｏ

Ｙｅｓ

受
注
者
へ
回
答

１９



協議について

施工者

県
監理

事務所

対等な関係

徳島県営繕工事相談窓口の設置
　　　（県発注工事及び監理業務の受注者対象）
　こんなことで困ったときに・・・
　■担当者から回答がなく工事が止まっている
　■監理事務所に直接意見ができない
　■県担当者と監理事務所の意見が違っている

　〈問い合わせ先〉
　徳島県県土整備部営繕課　長寿命化・計画担当
　ＴＥＬ　０８８－６２１－２６１１・２６１４
　問い合わせ可能時間　９：００～１７：００（土日祝除く）

　県担当者及び監理事務所，施工者は，工事目的物の品質確保のため，対等な立場で協
議を行い，工事を完成させる必要があります。

２０



６　関係基準等

２１



関係基準等

名称 適用，概要など 保存場所　

公共建築工事標準仕様書

すべての営繕工事に適用しており，工種別に作
業順序や使用材料の品質，施工方法等を示し
た図書のこと

国土交通省大臣官房 官庁営繕部 計画課：
「官庁営繕の技術基準」
http://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_00
0017.html

営繕工事写真撮影要領

公共建築工事標準仕様書に係る工事写真の撮
影及び整理に適用され，撮影・整理方法，参考
例をまとめたもの

国土交通省大臣官房 官庁営繕部 計画課：
「官庁営繕の技術基準」
http://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_00
0017.html

現場代理人及び主任技術者等
設置マニュアル

建設工事に配置する現場代理人及び主任技術
者等について，統一的な解釈及び運用を図り，
建設工事の適切な施工の確保に資するため，
現場代理人及び主任技術者等の設置に関する
国や県からの通知，建設業法，契約約款等の
内容をひとつにまとめたもの

徳島県県土整備部建設管理課
https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanok
ata/kendozukuri/kensetsu/2013121000222

徳島県電子納品運用
ガイドライン【建築工事編】

受発注者が電子納品を実施するために必要な
措置を定め，各業務段階における成果の納品
の電子化を図り，業務効率及び生産性の向上
を目的としたガイドライン

徳島県県土整備部営繕課
https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshano
kata/kurashi/kenchiku/2012031600089

営繕課工事提出書類一覧

契約約款，補足説明書，標準仕様書等から受
注者が提出することとされた主な書類を抽出し
て提出時期等を整理し，チェックリスト方式にま
とめたもの

徳島県県土整備部営繕課

https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshano
kata/kurashi/kenchiku/2009090201081

２２



徳島県　県土整備部　営繕課

ＴＥＬ：０８８－６２１－２６１４
ＦＡＸ：０８８－６２１－２９２９

（URL) https://www.pref.tokushima.lg.jp/kenseijoho/soshiki/kendoseibibu/eizenka

https://www.pref.tokushima.lg.jp/sp/kenseijoho/

